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１．「MaaS」概念の共有 （共通認識を深めましょう）

“MaaS”とは？

色々な種類の交通サービスを需要に応じて
利用出来る１つの移動サービスに統合すること

 オーケストラのように様々な楽器があつまって一つの音楽を作るようなもの
そのオーケストラの指揮者がMaaSアプリ

 特に、都市型は多種多様の交通をシームレスにつなぐこと
（案内の統一、運賃の統一、共通アプリの導入などで）

 人によって「MaaS」という概念が異なるため要注意

近鉄まわりゃんせ
近鉄特急＋ バス・船

＋ 22施設

大阪周遊パス
鉄道・バス

＋40か所以上の施設

これも 立派なMaaS！

六甲・まや
レジャーきっぷ

有馬・六甲周遊パス
阪急・神戸電鉄・地下鉄

・市バス・山上バス・ケーブル

・ロープウェー＋各施設

持続可能な社会を構築
＆

新しい価値観や
ライフスタイル創出
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１．「MaaS」概念の共有

レベル⓪
No Integration

統合なし
個々の移動ごとに個別対応

レベル➍
Integration of societal goal

社会全体目標の統合
地域政策との統合、官民連携

レベル❸
Integration of the service offer 

提供するサービスの統合
パッケージ化、定額性、事業者内の連携など

レベル❷
Integration of booking & payment

予約・支払いの統合
単一トリップ化（検索、予約、決済）

レベル❶
Integration of Information

情報の統合
マルチモード移動計画、運賃情報

MaaSのレベル定義
出典：モビリティ革命MaaS（日経BP社、日高洋裕他）

レベル⓪

レベル➍

レベル❸

レベル❷

レベル❶

【moovel】ダイムラーの傘下の企業であり、2012年より
MaaSサービスを開始。北米や欧州を中心に展開。

【whim】フィンランドの首都ヘルシンキにおいて、ベンチャー
企業「MaaS Global」が2016年～サービスを提供開始。

2019年12月に日本上陸。柏の葉スマートシティで展開。

【滴滴 DiDi】2014～サービス開始。中国で400都市の4億人
以上のユーザーへ交通サービスを提供。

従来の公共交通

国内の現状はレベル１～２
観光等で一部レベル２～３へ

MaaS（Mobility as a Service）のレベル

これではMaaSとは言えない！

MaaSアプリを導入したが
既存公共交通サービスの
連携が不足している事例

乗車券をスマートフォ
ンで購入できるように
なっただけの事例
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１．「MaaS」概念の共有

必要なポイント

■ ハードとソフトの両方が必要

■ MaaS×デザインの重要性
・デザイン＝形や色だけではなく、アプリやサービスの仕組みも重要

■ MaaS×新しいモビリティ （超小型モビリティ、グリスロ、シェアリングなど）

・シェアリング・オンデマンドなどはスマホでのアクセスが一般的

⇒交通統合＝新しいモビリティ×MaaSのラストマイルへの組み込みも重要

■ 事業者視点から利用者視点へ
・例えば：神戸市のバスロケは、ＱＲコードのみでバス停に、モニターは

ほぼ未設置。アクセスしても見られるまでに数アクション必要

ハード
「交通サービスの運行」
「統一運賃」など

ソフト
「案内の統一」

「シームレスな現場案内」
「共通アプリの導入」など

■ コミュニケーションの重要性
・関係者間のコミュニケーション 5



出典：MaaSの社会実装の視点からみた官民・事業者間のデータ連携とその意義について
（株式会社 MaaS Tech Japan 日高 洋祐） 6



２．他都市の事例

MaaSカオスマップ 2021年度版

出典：BOLDRIGHTホームページ多くの都市でMaaS導入が試みられ、150以上ものMaaS系サービスが全国で展開されている。
この数年においては、「コロナ対策」や「サブスクリプション」が増加傾向にある。 7

2022年版、2023年版なし



２．他都市の事例

CASEカオスマップ2023
「シェアリング/モビリティサービス編」

出典：RESPONSEホームページ

8

Connected（コネクティッド） Autonomous/Automated（自動化）
Shared（シェアリング） Electric（電動化）



２．他都市の事例

日本版MaaS推進・支援事業

出典：国土交通省ホームページ 9



２．他都市の事例

■トヨタ「my route」

■JR東日本「TOHOKU MaaS」

■小田急電鉄「EMot」

■Osaka MaaS

出典：各社ホームページ 10



２．他都市の事例

■仙台MaaS

出典：仙台市、仙台MaaS ホームページ 11

チケット販売実績の推移



２．他都市の事例

■仙台MaaS

出典：仙台市、仙台MaaS ホームページ 12

WEBサイトで完結。アプリのダウンロード不要！



２．他都市の事例

■仙台MaaS

出典：仙台市、仙台MaaS ホームページ

購入時のGPS情報 （取得率は全体の6割程度） 令和４年度予算

令和５年度予算
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２．他都市の事例

■ふくいMaaS

出典：福井新聞、ふくいMaaSホームページ 14

バスも私鉄もOK 福井県内29時間乗り放題の切符販売へ
ふくいMaaS協議会、14種類の企画切符を決定

 アプリを活用した一体的な県内の交通サービスの構築に向けた「ふくいMaaS（マース）協議会」
の本年度第3回会合が12月22日、福井県福井市内で開かれた。提供予定の企画切符につい
て、1泊2日の観光利用を想定した公共交通の29時間乗り放題切符など、14種類のラインアップ
を決めた。北陸新幹線の開業に合わせ、2024年3月16日リリースを目指す。

 バスや鉄道を組み合わせた経路検索、予約、決済が一括でできるサービスをスマートフォンア
プリ「ふくアプリ」で提供する。今後価格設定を進める。

 購入はクレジットカードかデジタル地域通貨「ふくい はぴコイン」で決済できる。
 協議会は嶺北１１市町や交通事業者、金融、マスコミなどで構成。



３．他都市事例から学ぶ重要な視点

MaaS導入に向けた重要な視点

① ビジョンづくり 【目的の明確化・共有】

③ 収益化 【マネタイズ】

② 組織体制づくり

④ 交通結節機能の強化

 MaaSプロジェクトの成功に向けた最も重要な検討課題であり、関係者で共有し続けること
が重要である。

 現状の課題解決だけではなく、新しい移動サービスを提供することで都市の姿も変えていく、
未来のまちを創造する検討課題である。

 神戸観光MaaS協議会

 持続可能なプロジェクトとして必須となる検討課題である。
 交通分野だけではなく、観光や飲食、商業など交通以外の地域消費の促進、観光客周遊の促

進につながる連携などが想定できる。
 特に、経年の維持管理費については、特定の収益が得られるビジネスモデルが必須となる。
 また、異業種との連携による収益活用や付加価値の創出が期待できる。

 MaaS導入の根本的な目的である「利用者の利便性向上」につながる検討課題である。
 検索機能や共通乗車券を購入できるシステムが構築されても、現場での交通結節機能が強化

されていないと、利便性向上にはつながらない。新しいモビリティの提供だけではなく、既
存公共交通サービスの連携強化が必須である。
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３．他都市事例から学ぶ重要な視点

⇒どのプロジェクトにおいても、
当初より検討され、取り組まれている

※ 採択時資料を基に独自整理

市民 観光客
ビジョンづくり

（目的の明確）
組織体制づくり

収益化

（マネタイズ）

交通結節機能

の強化

1 北海道十勝 〇 〇 〇 〇 〇 ー

2 北海道洞爺湖 ー 〇 〇 〇 ー ー

3 北海道札幌 ー 〇 〇 〇 〇 ー

4 福島県会津 〇 〇 〇 〇 ー ー

5 茨城県ひたち 〇 〇 〇 〇 ー 〇

6 茨城県土浦市 〇 〇 〇 〇 ー ー

7 栃木県宇都宮市 ー 〇 〇 〇 〇 ー

8 群馬県前橋市 〇 ー 〇 〇 ー 〇

9 埼玉県三芳町 〇 ー 〇 〇 〇 ー

10 神奈川県横浜市(東急) 〇 ー 〇 ー ー ー

11 神奈川県横須賀市 ー ー ー 〇 ー ー

12 神奈川県三浦半島 ー 〇 〇 〇 ー 〇

13 神奈川県川崎市 〇 ー 〇 〇 ー ー

14 神奈川県南足柄市 〇 〇 〇 〇 ー ー

15 富山県朝日町 〇 ー 〇 〇 ー ー

16 石川県加賀市 〇 〇 〇 〇 ー ー

17 長野県芽野市 〇 ー 〇 〇 ー 〇

18 静岡県静岡市 〇 ー 〇 〇 ー ー

19 静岡県伊豆半島 ー 〇 〇 〇 〇 ー

20 静岡県浜松市 〇 ー 〇 〇 ー ー

21 愛知県春日井市 〇 ー 〇 ー ー ー

22 三重県菰野町 〇 ー 〇 〇 ー ー

23 滋賀県大津市 〇 〇 〇 〇 ー ー

24 京都府京丹後市 〇 ー 〇 〇 ー ー

25 京都府京都市 ー 〇 〇 〇 ー ー

26 京都府舞鶴市 〇 ー 〇 〇 ー ー

27 大阪府池田市 〇 ー 〇 〇 ー 〇

28 兵庫県神戸市 〇 ー 〇 〇 〇 ー

29 広島県福山市 ー 〇 〇 〇 ー ー

30 兵庫県広島市 〇 〇 〇 〇 ー ー

31 香川県高松市 〇 ー 〇 〇 ー ー

32 愛媛県南伊予 ー 〇 〇 〇 〇 ー

33 福岡県糸島市 〇 〇 〇 〇 ー ー

34 宮崎県宮崎市・日南市 〇 〇 〇 〇 ー ー

35 沖縄県全域 〇 〇 〇 〇 ー ー

36 沖縄県宮古島 〇 〇 〇 〇 〇 ー

対象 成功に向けたの主な課題

日本版MaaS推進・支援事業
令和2年度36事業における整理 ① ビジョンづくり 【目的の明確化・共有】

③ 収益化 【マネタイズ】

② 組織体制づくり

④ 交通結節機能の強化

⇒取り組んでいる事例が非常に少ない
⇒プロジェクトの成功・継続性には必須！

■収益化事例
交通以外の地域消費の促進、観光客周遊の促進
などが多い。
 温浴施設、商店街と連携した入場券や割引クーポ

ンの発行・活用。
 既存企画乗車券との連携。
 飲食、観光施設との連携。チケット消費状況より

レコメンド配信。
 地域通貨アプリを活用したクーポンの発行。
 生協や農協、宅配便との連携。（貨物）
 教育旅行（修学旅行生）との連携。

16



３．他都市事例から学ぶ重要な視点

収益化 【マネタイズ】事例

■ Samurai MaaS 〔福島県会津若松市〕

資料：会津若松市資料、Samurai MaaSホームページ 17

WEBアプリ。インストール不要！



３．他都市事例から学ぶ重要な視点

収益化 【マネタイズ】事例

■ Samurai MaaS 〔福島県会津若松市〕

資料：会津若松市資料、Samurai MaaSホームページ 18



４．今後の取組に向けて

【参考】日本のキャッシュレス決済額と

民間消費支出に占める比率

出典：経済産業省

https://www.meti.go.jp/press/2023/04/20230406002/20230406002.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/cashless_future/pdf/001_05_00.pdf

【参考】キャッシュレス決済

比率の各国比較

※１ 中国および韓国に関しては、Euromonitor International
より参考値として記載。
※２ 日本については2021年の値を記載。

19

https://www.meti.go.jp/press/2023/04/20230406002/20230406002.html


４．今後の取組に向けて

企画乗車券等に対する要望

20
出典：国土交通省（WEB調査：2022年3月7日～3月11日、1,457サンプル）

調査対象：普段から公共交通機関（鉄道・バス）の利用がある人
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001488012.pdf



４．今後の取組に向けて
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企画乗車券等に対する要望

出典：国土交通省（WEB調査：2022年3月7日～3月11日、1,457サンプル）
調査対象：普段から公共交通機関（鉄道・バス）の利用がある人

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001488012.pdf

 インターネットなどで購入できるようにし
てほしいという回答は、大都市居住者
のほうが多い傾向が見られる。

 有効期限やエリアやメニュー等に対する
要望は、50代の回答者が多く、6割を
超えている。



４．今後の取組に向けて
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MaaSで提供しているデジタルチケットの要望

出典：国土交通省（WEB調査：2022年3月7日～3月11日、1,457サンプル）
調査対象：普段から公共交通機関（鉄道・バス）の利用がある人

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001488012.pdf

 スマートフォン等でそのまま利用
したいという媒体に関わる回答が
最も多く4割強程度であった。

 次いで、利用可能エリア・有効期
限、利用できる交通手段などの
チケットメニューが挙げられた。

 また、アプリや媒体を切り替える
ことなく、一つの手段で利用でき
るようにしてほしいという回答も3
割程度であった。



４．今後の取組に向けて
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チケッティングの変化に対する受容性

 8割程度が受け入れられると回答。
 若い年代ほど違和感なく受け入れられるという回答が高く、地域別に見ると、大都市居住者ほど違和感なく

受け入れられるという回答が高い傾向が見られた。

Q 紙によるチケット発行が最小限になり、基本的な発券方法
が紙以外のスマートフォンや、保有しているICカードへの紐づ
け等の手段になる

Q チケットの利用形式が、スマートフォン等のスマートデバイス
（NFC、QRコード等）一つに集約される

出典：国土交通省（WEB調査：2022年3月7日～3月11日、1,457サンプル）
調査対象：普段から公共交通機関（鉄道・バス）の利用がある人

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001488012.pdf



４．今後の取組に向けて
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リアルタイムデータを活用した情報提供サービスに対する価値

出典：国土交通省（WEB調査：2022年3月7日～3月11日、1,457サンプル）
調査対象：普段から公共交通機関（鉄道・バス）の利用がある人

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001488012.pdf


